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１．はじめに
経済的な疲弊状況を強めている日本の多

くの地域を救うにはどうしたら良いのか。

その答えを〈バイオマス〉と〈流域〉に求め、

地球温暖化の防止と地域経済の活性化（グ

リーン成長）を同時に図り得る戦略の一端を

構想することがこの小論の目的である。

温室効果ガス（GHG）の排出の主な原因は

化石燃料の消費にあり、よって温暖化回避

の基本対策は非炭素系エネルギー（再生可能

エネルギー）への移行が前提となる。また地

域においては、エネルギー自給率の壊滅的

状況（兵庫県内の各地は1％～2％）からの脱

出が、地域での経済・雇用・安心（セイフティ

ネット）の向上につながる。

なかでも、農・林・水の各産業に賦存す

るバイオマスへの取り組みは、既存の2次エ

ネルギーの各分野に適合し、地場の生業で

ある各産業基盤の安定化と業務の拡大に貢

献し、地域からの低炭素化を推進する〈低炭

素経済〉の要となり、人口減の脅威にさらさ

れている地域の新たなる〈グリーン雇用〉創

出の期待にも応え得る。

２．バイオリージョナリズム
もともとバイオリージョナリズムなる考

え方は、2002年イギリスで出版されたプー

ラン・デサイとスー・リドルストーンによ

る『Bioregional Solution : For Living on One 

Planet』（邦訳『バイオリージョナリズムの挑

戦』）に推薦の言葉を寄せているチャールズ

皇太子の文章－「農林業、太陽エネルギー、

廃棄物のリサイクルなどから得られるロー

カルな資源をできるだけ使って私たちの日

常にニーズを満たそうという、ある意味で

は当然の〈バイオリージョナル〉の取り組み

は、いろいろな面で社会に恩恵をもたらし

ます」－の中に端的に表されている。しかし

同著に見られるバイオリージョナリズムの

萌芽は、“Small is Beautiful”を提唱したE.F.

シューマッハーが探求した経済哲学や経済

手法から熟成されたものである。

３．日本の縮図－加古川流域社会
加古川流域内に位置する13の市町（明石

市・加古川市・高砂市・播磨町・稲美町・

三木市・小野市・加西市・加東市・多可町・

西脇市・丹波市・篠山市）は、面積、地勢的

状況、人口、経済力（総生産額）、産業構造、

GHG排出量、森林によるCO2吸収量のどれ

をとっても、日本全体の約100分の1を占め

るポジションにあることから、まさに“日本

の縮図”と言える。よって加古川流域社会に

おける上記のような課題の解決をめざすこ

とは、同様な状況にある日本各地の課題を

も解決に導きうる一般モデル（低炭素流域社

会モデル）の構築にも貢献する。

1 本稿は2010年11月30日（火）に行われた総合政策学部講演会の内容を

まとめたものである。講演時のタイトルは「地域から始まる低炭素社会

づくり－バイオリージョナリズムに目覚める流域社会－」であった。
2 兵庫県立大学環境人間学部非常勤講師
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４．エネルギー地域自給と森林
兵庫県1.23%（全県中40位）、流域13市町

平均1.57％（千葉大学公共研究センター

Sustainable Zone 2008）とある脆弱な地域社

会のエネルギー自給率を、10%、30%、50%

と高めていくにはどうしたらよいか。

一方、森林の整備が進まず、荒れ往くま

まの状態にある流域の森林（里山林含）の整

備・保全や利活用をどうしたらよいか（防災

上の意味合いからも）。

この2つの課題（GHG削減と地域経済活性

化を加えると4つの課題）に応えるための戦

略としては、〈川上川下間連携〉が、またそ

れを可能にする戦術や武器としては、〈BTL

合成燃料〉と〈排出権クレジット〉が力にな

る。

森林資源は、木材の供給は言うに及ばず、

有力なエネルギーの供給源であることに加

え、生物の多様性や防災を含む多くの公益

的機能を果たして、なお、温暖化防止との

関係では3つの排出権関係のクレジットの創

出（削減・吸収・固定－固定価値に基づくク

レジットは次の議定書に期待）に関与できる

価値を有している。

５．期待高まるBTL（Biomass To Liquid）
〈エネルギー〉を論じるとき、色々な切り

口が可能な中にあって最も大事な論点は、

それが地域の手にあるか、民衆の手にある

かにある。巨大な資本に囲い込まれたエネ

ルギーではなく、民が暮らす地にあるエネ

ルギーにして環境負荷の少ないエネルギー

の一つとして、BTL（合成軽油・合成灯油等）

が完成度を高めつつある。

木や稲わらなど主にセルロース系のバイ

オマスを原料として、熱化学的変換で得ら

れる有用ガスを触媒に通すことで精製でき

る液体燃料がBTLである。間伐材や竹、稲

わらなど流域の森林・草原・農地などから

得られるバイオマスで BTLなる“地油”を作

り、鉄道やバス・トラック、漁船や農機具、

冬場の灯油など、最も地域に密着した産業

用や生活用の液体燃料が地域内自給できる

として注目されているのがBTLである。

６．加古川流域でもBTL生産を
徳島県那賀町でのBTLトリジェネレー

ション（液体燃料・電気・熱）プラントの実

用化テストの成功（平成21年経産省採択）を

受け、北海道ではもみ殻で、青森県では鶏

糞で、沖縄では廃木材（可燃ごみも加え）で

BTLの生産が事業化に向けて計画中である

が、加古川流域でも流域産バイオマスを用

いて産業用や公共用の各種の内燃機関やボ

イラー用のBTL軽油、また公共施設や一般

家庭用のBTL灯油としての利活用が図られ

ることが、上記の2つおよび4つの課題に応

えていくことに貢献する。

７．川上（農山村）川下（都市）間連携
川下都市部の、特に大手事業者における

GHG自主削減計画への重圧は、2020年25％

削減、2050年80％削減と、そのハードルが

一層高まるなか、自主努力を超えたところ

での削減に向けた協力補完関係が他者と長

期にわたって結ばれない限り、加古川流域

に事業を持つ関係者もGHG削減をスムーズ

に導いていくことは至難なことである。そ

のような中、地域の環境保全と地域経済の

活性化とも絡ませつつ、流域内の川上と川

下が求められる大幅なGHG削減を中長期に

わたって展開していくには、農山地を有す

る同一流域内での川下川上間の強力な相互

連携が必要である。
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川下都市部におけるGHG削減のための流

域産エネルギーとして求められるものには、

チップやペレットといった固形燃料から、

バイオガスやバイオ液体燃料、またバイオ

ガス発電等によるグリーン電力など、多様

なエネルギー形態が考えられる。

互いの存在や互いの求めるものをベスト

にマッチィングさせるべくその機能が期待

されるものに、「地球温暖化対策加古川流域

協議会」（平成22年設立）がある。

同協議会では、23年度以降、森林等のバ

イオマスの利用可能量の精査や用途別の

最適な製造プラントの精選、国等との連動

を図りつつ運用資金の捻出方法や市民環境

ファンドの創出など、また各種のGHG削減

クレジットの創出とクレジットに係わる審

査機関の流域内設立など、加古川流域社会

を低炭素型の社会構造にしていくための提

案や実践が求められている。このことは同

時に、温暖化防止に係わる協議会の流域版

としてのモデル化でもある。

８．始まる「篠山市里山彩園実験事業」
平成22年11月から活動がスタートした

NPOバイオマス丹波篠山（理事長：岸本正紀）

による篠山市今田町の里山林（約2万3000㎡）

を対象とした雑木林バイオマス利活用事業

（“マツタケ山の再生を目指して”）が注目さ

れる。同活動では、薪やチップの生産に加え、

市内の状況を整えつつペレット生産や、将

来的にはBTL生産まで視野を広げた息の長

い展開を通して、篠山の里山にかつてのよ

うなマツタケの豊作を呼び戻したいという

“20年先”をにらんだ構想が膨らみつつある。

流域内には、すでに、チップ製造温水プー

ル利用・イチゴハウス利用（多可町）、立木

環境価値販売（Kakogawa Woods、多可町、

丹波市）、雑木薪販売（加西市）、木質バイオ

マス発電事業（丹波市）など、多くの先行事

業が取り組まれているが、その仲間に入る

べく篠山での取り組みが「低炭素社会づくり

加古川流域モデル」の一役を担うものとして

期待される。

９．求められるカーボンマネジメント

と算定人・検証人の養成
地域での低炭素社会づくりをデザインす

るとき、森林を含む人間のすべての活動を

通してのGHGの出入りをしっかりと算定で

きマネジメントできる人材が、中央ではな

く地域にいま求められている。CO2をはじめ

とするGHGを、視覚的にも数量的にもほと

んど意識することなく地域づくりや町づく

りをしてきた今日の地域社会の状況（産業か

ら生活まで）から、炭素制約社会という新し

い要請の中でこれからの低炭素な地域づく

りを考えると、何よりもCO2やGHGが“読め

る人”の誕生が強く地域に求められるように

なる。

その際、地域とともにあり最大の人材養

成機関である〈大学〉は、この面でも地域か

らの大きな期待に応え得るか、地域からの

熱い眼差しが大学に寄せられている。

次のページの図は、以上のような流域内

の低炭素社会づくりを、加古川流域をモデ

ルに図示したものである。なお、本図は平

成22年5月21日のリサーチコンソーシアムに

おいてポスターセッションで発表されたも

のである。
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